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廃炉・汚染水・処理水対策事業実施要領を次のとおり制定する。 

 

 

 

経済産業大臣 茂木 敏充 

 

 

廃炉・汚染水・処理水対策事業実施要領 

 

第１ 趣旨 

廃炉・汚染水・処理水対策事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付して廃炉・



汚染水・処理水対策基金（以下「基金」という。）を造成し、当該基金を活用して、廃炉・

汚染水・処理水対策に資する技術の開発を支援する事業を行うことにより、我が国の科

学技術の水準の向上及び廃炉・汚染水・処理水対策を円滑に進めることを目的とする。 

 

第２ 業務内容 

基金の設置・管理を行う法人（以下「基金設置法人」という。）は、補助金により造成

された基金を活用して、経済産業大臣が定める事業者（以下「受託事業者」という。）に

対する委託により本実施要領第４に定める廃炉・汚染水・処理水対策事業（以下「補助

事業」という。）を実施するものとする。なお、経済産業大臣は、受託事業者による補助

事業の遂行が困難となった場合又は委託契約に定める期限が終了した場合等であって、

当該補助事業を継続する必要があるときは、基金設置法人に当該補助事業を継続させる

ことができる。 

 

１．基金の造成 

基金は、廃炉・汚染水・処理水対策事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

に基づき、国からの補助金を受けて造成するものとする。 

 

２．基金の基本的事項の公表 

基金設置法人は、基金の名称、基金の額、基金のうち国費相当額、基金事業（基金を

活用して行う本実施要領に定める事業をいう。以下同じ。）の概要、基金事業を終了する

時期、定期的な見直しの時期、基金事業の目標について、基金造成後速やかに公表しな

ければならない。 

 

３．基金の管理・運用方法 

(1) 基金設置法人は、次の方法により基金に属する資金を運用するものとする。 

   ①基金の管理については、資金の安全性と資金管理の透明性が確保される方法によ

り行うものとする。基金の管理方法に関する具体的な内容については、事前に経

済産業大臣の了解を得るものとする。 

   ②基金の運用について保有することができる資産は、以下のとおりとし、これ以外

による場合は事前に経済産業大臣の了解を得るものとする。 

・国債、地方債その他確実かつ有利な有価証券の取得 

・金融機関への預金（普通預金又は定期預金） 

・元本に損失が生じた場合にこれを補てんする旨を定める契約を締結した金銭信

託の受益権 

(2) 補助事業の支払は、第４に規定する補助事業者へ交付すべき補助金の額の確定に係

る受託事業者からの報告に基づき、基金からの支払を行うものとする。 

(3) 第４に規定する補助事業者が、取得財産等の処分（交付目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう。）等に伴い受託事業者から返



納を命じられた金額が基金設置法人に納付された場合の基金の管理は(1)によるもの

とする。 

(4) 基金の運用収入及び基金の取崩しによる収入は、第４の事業の実施及びその実施に

必要な事務に要する経費並びに補助事業の管理及び基金の管理運営に要する経費に

充てるものとし、他の費用に流用してはならない。 

(5) 基金からの支払に当たっては、事前に、支払額、その明細及びその根拠を示す書類

並びに基金の残高に関する資料を整え、経済産業大臣に報告し、その了解を得た上

で実施するものとする。 

 

４．基金管理の遂行が困難となった場合 

基金設置法人は、基金管理の遂行が困難となった場合においては、速やかに経済産業

大臣に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

５．基金管理を行う期間等 

(1) 基金管理を行う期間は、原則として第３の１(2)に定める報告に係る業務が終了する

までとする。 

(2) 経済産業大臣は、(1)に定める場合のほか、次に掲げる場合には、基金管理について

終了又は変更を命ずることができる。 

   ① 基金設置法人が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年

法律第 179 号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255号。以下「適正化法施行令」という。）

その他の法令、交付要綱若しくはこの実施要領又はこれらに基づく経済産業大臣

の処分若しくは指示に違反した場合 

   ② 基金設置法人が、基金をこの実施要領に規定する以外の用途に使用した場合 

   ③ 基金設置法人が、基金の運営に関して不正、怠慢その他の不適切な行為をした

場合 

   ④ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

(3)  経済産業大臣は、(2)の終了又は変更を命じた場合について、期限を付して、基金

から支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命ずることがで

きるものとする。 

(4) (3)の期限内に基金に充当がなされない場合には、経済産業大臣は、未納に係る額に

対して、その未納に係る期間に応じて年利 5.0％の割合で計算した延滞金の基金への

充当を併せて命ずるものとする。 

(5) 基金の解散後において、補助事業の実施者から基金への返還があった場合には、こ

れを国庫に返還しなければならない。 

 

６．基金の残額の扱い 

基金設置法人は、補助事業の終了時において、基金に残額がある場合は、別に定める



手続に従い、これを国庫に返還するものとする。 

 

７．基金の経理等 

  (1) 基金設置法人は、基金経理について、他の経理と明確に区分して収入額及び支出

額を記載し、基金の使途を明らかにしておかなければならない。 

  (2) 基金設置法人は、(1)の経理を行う場合、その支出の内容を証する書類を整備して、

会計帳簿とともに、基金管理の完了した日の属する会計年度の終了後 5 年間、経済

産業大臣の要求があったときは、いつでも閲覧に供することができるよう保存して

おかなければならない。 

 

８．基金の検査等 

  (1) 経済産業大臣は、基金及び補助事業の適正を期するため必要があると認めるとき

は、基金設置法人に対し報告を求め、又はこれらの職員に事業場に立ち入り、帳簿

書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとす

る。 

  (2) 経済産業大臣は、(1)の調査により、適正化法、適正化法施行令その他の法令、交

付要綱又はこの実施要領の内容に適合しない事実が明らかになった場合には、基金

設置法人に対し、適合させるための措置をとるべきことを命ずることができるもの

とする。 

 

９．基金事業及び基金設置法人に係る報告 

(1) 基金設置法人は、基金管理を行う期間において、毎年度、基金の額（残高及び国庫相

当額）、基金事業に係る収入・支出及びその内訳（今後の見込みを含む。）、基金事業の

実施決定件数・実施決定額、保有割合（「補助金等の交付により造成した基金等に関す

る基準」（平成１８年８月１５日閣議決定。以下「基金基準」という。）中「３（３）基

金の保有に関する基準」に示されている保有割合をいう。）、当該保有割合の算出根拠、

基金事業の目標及び目標に対する達成度について、翌年度の４月３０日までに経済産

業大臣に報告しなければならない。 

(2) 基金設置法人において、代表者の変更、事務所の移転、基金管理又は第３に定める指

導監督に係る担当役員の変更や大幅な事務実施体制の変更等、基金管理又は補助事業の

指導監督に影響を及ぼしうる変更があった場合は、速やかに、経済産業大臣に報告しな

ければならない。 

 

１０．余剰金の返還 

(1) 経済産業大臣は、８．に基づく検査又は、９．に基づく実施体制の変更等の結果、基

金に余剰があると認めるときは、基金設置法人に対し、余剰金の返還を求めることが

できる。 

(2) 基金設置法人は、(1)に基づく余剰金の返還請求を受けた時は、速やかに余剰金を国



庫に返納しなければならない。なお、余剰金の計算に疑義がある場合は、別途経済産業

大臣と協議を行うこととする。 

 

１１．基金基準の遵守等 

 (1) 大臣は、基金基準に適合するよう基金設置法人を指導監督するとともに、基金基準

に従い必要な措置を講ずるものとする。 

(2) 基金設置法人は、基金基準の３及び４に規定する各基準に適合するよう、基金基準

に従い必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３ 基金設置法人による補助事業の指導監督 

基金設置法人は、補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するため、以下に定める指導

監督を行うものとする。 

 

１．報告徴収による事業の実施状況の把握と国への報告 

(1) 基金設置法人は、この第４の５による受託事業者からの報告を受けるほか、補助事

業の実施状況を把握し、その適正かつ円滑な実施を確保するために必要な報告を求め

るとともに、それにより得た情報を適時適切に経済産業大臣に報告するものとする。 

(2) 基金設置法人は、補助事業者から補助事業が完了した後の補助事業に係る収益状況

等について報告を受けるほか、経済産業大臣の求めに応じて報告しなければならない。 

 

２．受託事業者の指導 

 基金設置法人は、補助事業の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生じ、又は生ずるお

それがあると認められる場合には、経済産業大臣に速やかに報告するとともに、その指

示を仰ぎ、受託事業者に対し必要な改善を指導するものとする。 

 

 ３．暴力団排除の取組 

 (1) 基金設置法人又は第４の５による受託事業者は、補助事業において、別紙暴力団排

除の誓約事項に記載されている事項（以下「誓約事項」という。）に該当する者が

行う事業に対しては、本補助金の交付対象とはせず、補助事業者が誓約事項に違反

した場合は、交付決定の全部もしくは一部を取消しするものとする。 

 (2) 基金設置法人及び第４の５による受託事業者は、補助事業者が内部通報、公益通

報及び新聞報道等により別紙暴力団排除の誓約事項に該当すると疑われる場合に

は、速やかに経済産業省に報告するとともに、警視庁又は都道府県警察本部の暴力

団対策主管課（以下「都道府県警察暴力団対策主管課」という。）への照会を行うも

のとする。また、都道府県警察暴力団対策主管課から補助事業者が誓約事項に記載

する者に該当する旨の回答を受けたときは、速やかに経済産業省に報告し、申請者

には補助金を交付しないものとし、補助事業者には、交付決定の取消し等必要な措

置を講ずるものとする。 



(3) 基金設置法人及び第４の５による受託事業者は、経済産業省から、申請者又は補助

事業者が誓約事項に記載する者に該当をするとの通知を受けたときは、申請者には補

助金を交付しないものとし、補助事業者には、交付決定の取消し等必要な措置を講ず

るものとする。 

 

第４ 廃炉・汚染水・処理水対策事業（基金の活用による委託事業） 

基金設置法人は、基金を用いて、第１に規定する目的を達成するために行う補助事業

者に対する補助金（以下この第４において「補助金」という。）の交付等の業務につい

て、受託事業者に対する委託により実施するものとする。また、基金設置法人は、委託

契約の内容について、事前に経済産業大臣の了解を得るものとする。 

 

１．事業に要する費用の金額 

(1) 基金設置法人は、事業に要する費用のうち、基金を超えない範囲で基金設置法人が

相当と認める金額（以下「委託費用」という。）について基金の範囲内で受託事業者と

委託契約を締結する。 

(2) 委託費用の区分は別表１のとおりとする。 

 

２．補助の対象及び補助率 

補助対象経費の区分、内容、補助率、補助金の上限額及び補助事業期間は別表２に定

めるとおりとする。 

 

３．交付規程の承認 

(1) 受託事業者は、本事業の実施に際し、補助金の交付の手続等について別途交付規程

を定め、経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）原子力損

害賠償・廃炉等支援機構（以下「ＮＤＦ」という。）の承認を受けなければならない。

これを変更しようとするときも同様とする。 

(2) 交付規程は以下の事項を記載する。 

① 交付対象要件の定義及び補助率 

② 交付申請及び実績報告 

③ 交付の決定及び補助金の額の確定等 

④ 申請の取下げ 

⑤ 計画変更の承認等 

⑥ 補助金の支払 

⑦ 交付決定の取消し等 

⑧ 取得財産の管理等 

⑨ その他必要な事項 

 

４．事業の内容及び実施体制の整備 



受託事業者は以下の事業を行うものとし、本事業の円滑な実施のため、以下の対応を

適切に行うための体制を整えなければならない。 

(1) 当該事業の公募及び審査、採択（第三者委員会の設置・運営を含む。） 

(2) 当該事業の交付決定に係る業務（交付申請書の受理・交付決定通知書の発出等） 

(3) 当該事業の進捗状況管理及び確定検査、支払手続 

(4) 当該事業の周知徹底 

(5) 当該事業に関する問合せ、意見等への対応 

(6) 当該事業に関する英語対応等、その他事業管理に必要な対応 

 

５．指導監督等 

(1) 経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）ＮＤＦは、受託

事業者による本事業の実施に関し、この要領に基づき指導監督を行う。 

(2) 基金設置法人は、補助対象となる事務又は事業の採択に当たっての申請方法、申請

期限、審査基準、審査体制について公表しなければならない。 

(3) 受託事業者は、補助事業の応募者からの求めに応じ、採択前の事業の着工の承認を

しようとするときは、あらかじめ、経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必

要と認めた場合）ＮＤＦに協議し、同意を得なければならい。 

(4) 受託事業者は、補助事業の採択に当たっては、第三者委員会を設置し、公募申請書等

について意見を聴取し、同時に経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と

認めた場合）ＮＤＦに対して協議しなければならない。 

(5) 経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）ＮＤＦは受託事

業者に対し、補助事業の採択に当たって、採択前に協議を求め、必要に応じて指導及び

助言を行うことができるものとする。 

(6) 受託事業者は、事業の実施に疑義が生じたとき、又は事業の実施に支障が生じたと

きには、遅滞なく経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）

ＮＤＦに報告を行う。 

(7) 受託事業者は、補助事業者による補助事業の進捗状況管理や補助事業の完了に際し

て現地調査を行う場合には、経済産業大臣に対して、あらかじめ現地調査の実施の方法

その他の現地調査に必要な事項について相談を行わなければならない。 

(8) 経済産業大臣は、上記(7)の相談を受けた場合において、必要に応じ、担当職員を現

地調査に同行させることとする。 

(9) 経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）ＮＤＦは受託事

業者に対し、事業の実施状況の報告を求め、必要に応じ改善等の指導及び助言を行う

ことができるものとする。 

(10) 受託事業者は、本事業の事務実施体制の大幅な変更等、本事業の実施に影響を及ぼ

す事情が生じたときは、速やかに経済産業大臣及び基金設置法人、（経済産業省が必要

と認めた場合）ＮＤＦに報告するものとする。 

(11) 受託事業者は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の指導・監督等の下、本事業を実施



するものとする。 

 

６．事業終了後の精算と残金の返還 

受託事業者は、事業終了後、精算を行い、委託費用の原資として基金から受け取った

資金に残余が生じた場合は、これを基金に返還するものとする。 

 

７．その他 

受託事業者は、この実施要領に疑義が生じたとき、若しくはこの実施要領により難い

事由が生じたとき、又はこの実施要領に記載のない細部については、経済産業大臣及び

基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）ＮＤＦと速やかに協議し、その指示に

従うものとする。 

 

(1)  事業実施に関して受託事業者が他者に与えた損害等に係る費用の取扱い 

受託事業者が本事業の実施に関して他者に損害等を与えた場合、これに要する費

用については、受託事業者の故意・過失の度合いに応じて、基金から支払わないもの

とすることができる。 

 

(2)  その他 

受託事業者は、本実施要領に疑義が生じたとき、若しくはこの実施要領により難い

事由が生じたとき、又は本実施要領に記載のない細部については、経済産業大臣及び

基金設置法人、（経済産業省が必要と認めた場合）ＮＤＦと速やかに協議し、その指

示に従うものとする。 

 

  



別表１ 

委託費用の区分 

 

区 分 内  容 

業務管理費 

労務費、旅費、審査委員会費、通信費等（振込手数料、郵送

料、通信費、回線使用料、消耗品費）、資料保管費、システム

運営費（システム開発費、維持補修費）、調査費、電子計算機

借料等、事務所維持費・光熱費、一般管理費、外注費 

 

  



別表 2 

補助の対象及び補助率 

 

補助対象経費の区分 人件費 事業費 

内容 労務費 

原材料費、消耗品費、設計・製作・

加工費、施設・設備費、物品購入

費、調査費、外注費、旅費、謝金、

借料・損料、その他事業に必要な

経費 

補助率 １／２以内、定額 

補助上限額 ４０億円 

補助事業期間 

平成２５年度補正予算に係るもの：原則として平成２７年度

末まで 

平成２６年度補正予算に係るもの：原則として平成２８年度

末まで 

平成２７年度補正予算に係るもの：原則として平成２９年度

末まで 

平成２８年度補正予算に係るもの：原則として平成３０年度

末まで 

平成２９年度補正予算に係るもの：原則として令和元年度末

まで 

平成３０年度補正予算に係るもの（令和元年度補正予算以降

積み増したものを含む。）：原則として令和７年度末まで 

（注）「平成３０年度補正予算に係るもの」については、原則として令和７年度末までとするが、福

島第一原子力発電所の現場状況の変化や事業計画当初では想定し得ない新たな課題により期間

内に事業を終了できない場合、最長、令和８年度末まで延長するものとする。 

 

 


